全労連女性部ニュース　NO426　2012年12月9日
発行　全労連女性部　〒113－8462　東京都文京区湯島２－４－４　全労連会館４Ｆ
全労連・国民春闘共闘委員会
2013年国民春闘討論集会を開催
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　11月28～29日、全労連と国民春闘共闘委員会は2013年春闘方針案を議論する国民春闘討論集会を静岡県・伊東市内で開催しました。23単産74人、38地方67人　役員・傍聴含め208人が参加しました。
　

小田川事務局長が方針案を提案。「2013年春闘では、労働者・国民に犠牲を押し付ける政府・財界の攻撃への反撃を職場・地域から作り上げよう。要求・運動の多数派となることをめざそう。東日本大震災からの早期復興、被災者の生活再建に向けた取り組みを全国闘争として前進させよう」と訴えました。
重点とする課題と取り組みについては、①解雇・失業に反対し、雇用の安定をめざすとして、パート労働法・均等法の実効ある改正、労働契約法（有期契約）、高齢者雇用安定法の悪用を許さず、「労働条件チェック運動」などおこなう。②賃金改善・底上げ、格差是正を求めて取り組む。「誰でも時間額100円、月額1万円の賃上げ、誰でも最低限の賃金水準時給1000円、日額7500円以上、月額16万円以上に」全国一律最低賃金時給1000円以上への接近をめざして取組を進める。③労働時間改善など良質な雇用確保を目指し、特例条項付き36協定の撤廃、1日２時間、月24時間、年150時間などの内容で36協定締結を追求する。④消費税増税、TPP参加阻止、原発ゼロの日本の実現社会保障拡充をめざす。⑤改憲策動に反対し、核兵器廃絶・安保条約廃棄をめざす。⑥政治の民主的転換をめざすことを提案。2月8日、3月5日の中央行動、3月13、14日、全国で50万人規模の行動の成功をめざすとしました。
春闘討論集会での小畑女性部長の発言
パート労働法、男女雇用機会均等法など労働法制の実効ある改正は喫緊の課題

　全労連女性部が2011年1月から4月にかけて行った「女性労働者の健康・労働実態及び雇用における男女平等調査」「妊娠・出産・育児に関する実態調査」から、労働の過密化が進んでいる実態が明らかになり、非正規雇用、正規雇用とも法律に規定された制度が使いづらく、女性が働き続けることへの困難さが増していることが明らかになりました。本日の資料の中に、調査結果をまとめ、「諸法制を職場に生かし、仕事も生活も大切にしながらはたらき続け」ることを訴えるパンフレットが入っておりますので、ぜひご覧いただき、職場での学習、運動に生かしていただきたいと思います。
　全雇用労働者の3人に１人、女性労働者では2人に1人が非正規雇用労働者に置き換えられています。今年9月に国税庁が発表した民間給与実態調査では、平均給与は男性504 万円に対して、女性268 万円となっています。年収200万円以下の人は23.4％ですが、女性では200万円以下の層は43.2％と、女性[image: image2.png]‘ 013 FERFMHRES




の貧困化は深刻です。
男女賃金格差は、女性の半数以上が非正規雇用に置き換えられ、非正規雇用の処遇があまりにも低いこと、蔓延する長時間労働、仕事と生活の両立支援の不備により出産に伴う離職、そのための稼働年数が短いこと、女性の管理職が少ないこと、成果業績主義の中で、女性が家族的責任の多くを担うことが賃金を引き下げる口実となっていること、福祉職場、飲食サービスなど女性の多い職種の賃金が低いことなど様々あります。
　春闘では、男女ともに人間らしいはたらき方を求めて、職場で男女雇用機会均等法、育児介護休業法などの徹底とよりよい協約の締結、労働時間の上限規制、非正規労働者の均等待遇、非正規雇用から正規雇用への転換の運動が求められています。
埼玉県のある自治体職場では、職場の非常勤職員の要求を束ね、当事者が参加し、発言もする団体交渉を積み重ね、非常勤職員の育児休業創設に向けた回答を引き出しています。交渉の中で、参加者からこんな発言がありました。
「妊婦の正規職員、非正規職員が同時に働いていましたが、正規職員には、検診に対して特別休暇があり、非正規職員にはそういう制度がないので、有給を使ったり、検診時間を確保するために体調の悪い中無理をして早番をしたり、逆に朝イチで健診を受け遅番勤務をしたりしていました。結局非正規職員は『働き続けられない』と退職してしまいました。同じ人間として働きながら、結婚し妊娠したのに、制度があまりにも違いすぎて、同じ人間として扱われていないのではないか、と見ていて非常につらかったです。ぜひ、病気休暇だけでなく妊婦健診などの制度として取り入れてほしいです」
こうした切実な声にこたえ、共につくりあげる職場活動が今春闘では、求められていると思います。
同時に、パート労働法、男女雇用機会均等法など労働法制の実効ある改正は喫緊の課題です。
現在、厚生労働省の労働政策審議会雇用均等分科会において、男女雇用均等法の見直しに向けた論議が始まっています。今回の見直しは、2007年の法改正の附則に「施行後5年を目途に見直しする」となっていたことに基づいて行われるものです。全労連女性部は、昨日この件で、雇用均等分科会の労働者委員の一人と懇談しましたが、使用者側は、法改正を行う必要はない、１ミリも動かしたくないという立場であり、それを動かしていくためには、実態を積み上げていくことが重要だというお話をされていました。
一方、国が、雇用均等政策として推進する「働く『なでしこ』大作戦」は、財界の経済戦略を促進するために、女性を「人財」として「活用」することがねらいです。行動計画では、①男性の意識改革②思い切ったポジティブアクション③公務員から率先して取り組むことが具体策として挙げられていますが、仕事も生活も両立させて、生き生きと働き続けるためには、雇用の安定的確保、生活できる賃金の保障、長時間過密労働の解消、母性保護や両立支援策などが何よりも求められていますが、そうした視点は見られません。
　男女雇用均等法が、男女ともに仕事と生活を両立させ、生き生きと働き続けるための法律となるよう、この春闘で職場の要求をもとに、全労連としての改正要求をまとめていくことが求められています。その活動に全労連女性部としても力を尽くしていくことを申し上げて、私からの発言と致します。

厚生労働省121回雇用均等分科会

均等法のみなおしについて「間接差別」について議論11月28日

　11月28日　厚生労働省労働政策審議会第121回雇用均等分科会が開催され、均等法のみなおしで、前回論点整理が行われ確認された項目に基づいて均等法5～7条「間接差別」についての議論が行われました。
議論の中で、労働者委員からは採用での差別はほぼなくなっているが、雇用管理区分では、一般職は圧倒的に女性、総合職は男性となっている。学歴についても格差はないので、転勤要件などが影響しているのではないか。それが賃金や管理職比率に影響している。法の実効性が伴っているのか疑問。女性の3割以上が妊娠を契機に離職する。仕事と生活の調和を法の理念に入れることも必要とのべ、全労連女性部・特殊法人労連・全基労が連名で全基労職場における「転勤可能用件による昇格差別の実態について取り上げて議論し、改正してもらいたい」とした要請に基づいて、労働者側委員が事例紹介で発言しました。
しかし、これに対して使用者側委員は、厚生労働省が示したデータのなかで、雇用均等室への相談・申し立てから助言件数が３４８件と少なく、助言・指導・勧告の段階で解決しているとして、「全般的なデータをみても、徐々に進んでいる。現時点では、現行法の問題点を探る段階ではなく、改正法の周知徹底を行い、成果を上げていくことに力点をおくべき」と改正の必要はなしと意見を述べています。
資料→参照　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002pqqd-att/2r9852000002prcb.pdf
　改正を求める世論を大きくしていくことが求められています。9日全労連女性部春闘討論集会後に、女性部としての運動を提起します。
＊雇用均等分科会の議事録・配布資料・開催案内は以下のページから
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000008f5z.html#shingi23
宇都宮けんじさんとともに、誰もが人らしく生きられる東京へ婦団連アピール
婦団連は12月16日投票の総選挙と都知事選で、「自民党型の古い政治をやめさせ、暮らしのための新しい政治をめざす総選挙と結び、都知事選での宇都宮けんじさんの勝利」をとアピールを発表。「全国のみなさんのご支援を」と呼びかけました。（別紙添付）
全医労不利益・雇止め是正裁判　最高裁上告棄却・・・・・・・・・・・・・
（全医労女性部ニュースから）

２０１２年９月20日に最高裁から上告棄却の書類が送付されてきました。８年２ヵ月という長期の裁判はなんともあっけない幕切れになってしまいました。

11月15日に最後の原告団会議が開催されました。

裁判闘争中には、機構で働く非常勤職員の労働条件改善

1 機構の非常勤職員の任用は３回(看護師は５回)までとする上限を実態として突破

2 人事院勧告を無視した憲法違反の賃金切り下げ法による国家公務員に準じた平均７･８％の賃金引下げは５役のみに留まる

3 保育所職員についてはピジョン（株）との労使交渉実施

4 国では、日々雇用ではなく最長一年を任期とする「期間業務職員」制度を新設し、任用中断の廃止と第二共済加入を認める

など多くの成果をもたらすことができました。それもこの裁判をたたかってきた成果と言えます。

　賃金職員の多くの仲間は、国立病院機構から離れざるを得なかった人、非常勤になっても働き続けた人、８年の間に60歳を迎え、職場を去った人、これからもがんばって働き続けると決意した人と様々ではありますが、それぞれに重たく長い８年間のたたかいであったと思います。しかし、労働組合の仲間として、少しでも前進できる成果が得られたことを誇りにし、次のステップに踏み出していくことを原告団会議でも確認しました。皆様、長い間お疲れさまでした。そして、ありがとうございました。
集まって元気に、各地・各組織の女性の取組から・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
歴史を変えるチャンス！声をあげ立ち上がろう!
第４６回はたらく女性の全道集会

（はたらく女性の全道集会実行委員会ニュースから）11 月17 日(土)札幌･かでる2.7 で第46 回はたらく女性の全道集会が開催され、全道各地から230 名以上が参加しました。
秋村美喜子実行委員長が、「民主党が政権を取ってからの3 年間は、財界の圧力に屈し、国民の期待に背き続けた軌跡です。消費税増税、ＴＰＰ参加、オスプレイ強行配備、原発再稼働、骨抜きの労働者派遣法改正など、これ以上政治の暴走を許すわけにはいきません。いよいよ解散・総選挙です。安心･安全に過ごしたいという願いを実現するために、政治を変えましょう」と開会挨拶を行いました。

はたらく仲間のメッセージでは、福島から自主避難している宍戸隆子さんが「原発ゼロへ～福島から～」として、「私が帰れないのは、住んでいたところを捨ててしまった後ろめたさ、大切な友人を、大切な人たちを残してきてしまった、その辛さからです」と語りかけます。福島では今もたくさんの人たちが、子どもたちも、一生懸命生活している。しかし、それは放射能汚染の恐怖と背中合わせという実態。それぞれが痛みをかかえている事実。「原発事故は私たちの健康を壊す、それ以前に地域と人間のつながりを壊します。どうか、私たちに起きたことをご自身のこととして考えて下さい。なにをしたらいいか、なにをすべきか見えてくる。私たちに起きたことがみなさんに起きて欲しくない。どうか原発を止めて下さい」と訴えました。道高教組の本間康子さんは、高校の保健室から見える子どもたちの実態と、ゆきとどいた教育を実現するためには、子どもたちの教育条件をよくするだけではダメ。お父さん、お母さんの労働条件を改善しないと子どもたちは救われない」と訴えました。北商連婦人部協議会の後藤裕子さんは、「消費税は、中小業者は売上に転嫁できず赤字でも身銭を切って納めなければならない。死活問題だ。消費税増税は絶対に許さない！」と訴え、会場からは大きな共感の拍手が沸き起こりました。

11月17日～18日、日本医労女性協第3回全国女性交流集会をしました
サンバインオータムｉｎ福島開催

今回で3回目となる日本医労連女性協の全国女性交流集会は、被災地福島への支援を胸に、全国各地から6全国37都道府県164名の女性が集まりました。現地福島からは23名の参加がありました。
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（日本医労連女性協ニュースから）開催に先だって、山田真巳子日本医労連中央執行委員長が「国会が昨日解散した。消費税増税の問題・オスプレイ配備の問題・ＴＰＰの問題・原発の問題など今の政治にＮＯの声の高まりが解散をさせた。女性は知ってわかれば必ず行動に移す。今の政治の流れを変えさせるためにも、今日集まった私たち女性が学んで行動し流れを変えよう」と挨拶しました。

記念講演は、農業経済学者の福島大学准教授の小山良太先生。「放射能汚染と食の安全」～チェルノブイリ事故から学ぶ～と題してお話しいただきました。先生ご自身が震災以来家族と離れて生活しながら福島で放射能と食について調査研究など続けているとの事でした。チェルノブイリへも足を運び実態を学び、放射能汚染は風と雨によって汚染状況は細かく違い、また放射能の種類によって残留濃度は場所によって違う事。国によって「風評被害」として農家と消費者が対立させられているが、農家（生産者）も国民（消費者）共に被害者という事。そして国の汚染マップがきちんと作成されていない問題や農家への作付け種類についての情報を国としてきちんとした対応をしない問題、除染の問題、そんな中で今残留放射能検査などで不眠不休で頑張っている福島の農家のみなさんの実態を熱く語られました。今、先生は農家の人たちと一緒に農地の放射能汚染の細かな汚染マップを作成し、どんな作物や野菜が放射能の吸収率が高いか低いかなど、講演活動をし福島の実態や放射能と農作物について訴え活動しているとのことです。福島で頑張っている農家、福島を応援したい気持ちが更に高まった講演でした。
全教　集まって語り合って女性の交流会ｉｎ群馬・水上
（全教女性部いきいきニュースから）11月23日～24日に、群馬県水上温泉で全国教職員学習交流集会が開催されました。毎回、１日目の夜には、女性の交流会を行っています。今年の女性の交流会には、青森から山口まで女性19人が集まりました。現地群馬の皆さんが用意してくださった、おいしいお菓子とお酒などをいただきながら、自己紹介、それぞれの思い,子どもと教育をめぐる状況、職場、地域での活動などについて語り合いました。

交流の中では、家庭学習ノートを1年生から1ページ全部うめなければならないと言われている、外部や上からの「いじめ」防止策が学校を支配する構図を作ろうとしている、「きちんとできて当たり前」という職場になっている、本当に困っている子どもには手をかけない、など競争と管理の教育の中、教職員も子どもも苦しんでいる状況が出されました。また、大阪で問題になっている授業アンケートと同じような形式の学校評価アンケートが保護者や教職員に押し付けられている実態も出されました。その中で、「おかしいことはおかしい」といえる組合の役割も鮮明になっています。
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福島の参加者からは、現在の福島の本当の状況を知ってほしいとの発言もありました。福島では、地道な日常の積み重ねこそが大事なのに、復興支援の事業という名目で様々なものが学校に入り込んでいるそうです。子どもたちにていねいに寄り添っていくために、教職員増員が本当に求められていますが、病休の代替や産休の代替も見つからない状況も語られました。一方で、ＩＣＴの補助はどんどんついている地域もあるそうです。「復興支援にちゃんとお金をかけてほしい」というのが強い要求です。

また、山口からは、オスプレイ配備に関わって基地あるがゆえの難しさが語られました。基地の影響を受けている人たちがたくさんいる岩国のようなところでは、基地があることが前提になってしまっていて、オスプレイ反対という声を大きく出していくことの難しさがあるそうです。「やっぱりつくらせてはいけない」との思いが語られました。このことは、原発にも通じること、との発言もありました。

◆参加しましょう
JAL契約制ＣＡ雇い止め裁判から働き方を考える集い
日時：12月11日（火）　１３：００　開始　場所：南部労政会館　

ゲートシティイ大崎ウエストタワー2階　（03-3495-4915）　　

ＪＲ大崎駅南改札口3分　

国際女性デー中央大会実行委員会　中央単産女性部のみなさん参加してください
12月18日（火）18時30分から　　　新婦人中央本部会議室にて

●情報●
・母性保護のための「女性労働基準規則」を改正～生殖機能などに有害な物質が発散する場所での女性の就業を禁止、平成24年10月施行～／厚生労働省リーフレット
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku05/dl/h24-78-p01.pdf
・仕事と家庭の両立支援対策について／厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/dl/psbbwflj.pdf
・第１２０回労働政策審議会雇用均等分科会の議事録について
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=182121
・労働経済動向調査(平成24年11月）の概況
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=182123
・次世代育成支援対策推進法関係パンフレット
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=182037
厚生労働省／要素別点数法による職務評価のガイドラインを作成～パートタイム労働者と正社員との均等・均衡待遇の確保を促進します～
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002pgc5.html






















